
令和５年度第４回

強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議
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Ⅰ 本県経済の現状

Ⅱ 予算における対応状況

Ⅲ 構造的な課題への対応

本日の内容
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Ⅰ 本県経済の現状
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Ｒ2/3月
コロナショック

Ｒ4/9/22
1ドル=145円台を記録し、政府・日銀
が約24年ぶりの円買い介入を実施

Ｒ4/12/20，R5/7/28, R5/10/31
日銀 金融緩和策の一部修正を実施

原油・ガソリン価格、円相場の推移
原油・ｶﾞｿﾘﾝ価格の推移

円相場の推移

原油価格の上昇は収まるも、ガソリン店頭価格は1７０円台と依然として高値圏にある

米ドル/円相場は1ドル=１４０円台後半と円安基調が続く

本県経済の現状分析
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Ｒ2/3月
コロナショック

Ｒ4/1/24
ガソリン補助金開始

Ｒ4/2/24
ロシアがウクライナ侵攻開始

Ｒ5/9/7～
ガソリン補助金見直し
(支給水準引上げ)

左軸（実線）－ ドバイ原油 1/31 1ﾊﾞﾚﾙ＝80.45ﾄﾞﾙ ※1ﾊﾞﾚﾙ＝約159ﾘｯﾄﾙ
右軸（点線）… 埼玉県ｶﾞｿﾘﾝ店頭価格1月第5週 1ﾘｯﾄﾙ＝170.6円

Ｈ25/4月
日銀による異次元緩和開始

東京市場終値（17:00時点ｽﾎﾟｯﾄﾚｰﾄ）
実線－ ドル（左軸） 1/31 1ﾄﾞﾙ ＝ 147円65銭
点線… ユーロ（右軸） 1/31 1ﾕｰﾛ ＝ 159円69銭

Ｒ5/6月
ガソリン補助金縮小開始

(ドル) (円)

(ドル)
(ユーロ)
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Ｒ4/3月～
米FRBが利上げを開始



日経平均株価、長期金利の推移
日経平均株価の推移

長期金利の推移

日経平均株価は上昇基調にあり、バブル崩壊後最高値を更新している

今後は日銀の金融緩和政策の転換により金利が上昇する可能性あり

本県経済の現状分析
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H24/12月
第２次安倍内閣発足
(アベノミクス景気）

R2/3月
コロナショックH25/4月

日銀による異次元緩和開始

R5/5月
コロナ５類移行

日経平均株価終値 1/31 36,286円71銭
※史上最高値(H1/12/29) 38,915円87銭
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H28/9月
長短金利操作(YCC)導入

新発10年国債利回り 1/31 0.730%

H25/4月
日銀による異次元緩和開始

H28/2月
マイナス金利政策導入

Ｒ4/12/20 , R5/7/28, R5/10/31
金融緩和策の一部修正を実施

R5/4月
日銀植田総裁就任
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R2.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R3.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R4.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R5.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

企業物価指数

消費者物価指数

R2=100

県内倒産件数、消費者物価指数の推移

企業物価指数・消費者物価指数の推移

倒産件数はやや増加傾向だが、コロナ禍前の水準

本県経済の現状分析

過去１年間の企業物価は高止まり、消費者物価は緩やかに上昇

(億円)

11,360
278

5

県内倒産件数の推移

H29年361件 H30年361件 R1年329件 R3年282件 R4年285件R2年348件 R5年339件



埼玉県四半期経営動向調査結果 R5.10～12月期 対象企業：2,200社 回答企業：1,386社（回答率63.0%）

令和5年10～12月期の景況感

令和6年1～3月期の見通し

〔現在の景況感〕
前期から1.1ポイント微減
２期連続でやや悪化

〔景況感DI＊〕
（｢好況である｣－｢不況である｣の割合）

〔全体〕
先行きDIは前回調査比▲6.5ポイントと、
５期ぶりに悪化

〔製造業〕
・｢良い方向に向かう｣が5.2ポイント減少

〔非製造業〕
・｢良い方向に向かう｣が2.3ポイント減少

景況感はコロナ禍前の水準となり、持ち直しの動きがみられる

先行きについては、製造業を中心に一部で不透明感がみられる

景況感・先行きＤＩ 埼玉県四半期経営動向調査結果 本県経済の現状分析調査時点：令和５年12月１日
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製造業

全 体

非製造業

製造業

全体

非製造業

7.1%

10.6%

7.1%

12.3%

7.1%

9.4%

68.2%

67.5%

67.6%

67.4%

68.5%

67.7%

24.8%

21.8%

25.3%

20.4%

24.4%

22.9%

全 体 今回調査…

前回調査…

製 造 業 今回調査…

前回調査…

非製造業 今回調査…

前回調査…

良い方向に向かう どちらともいえない 悪い方向に向かう

<先行きDI>

▲ 18.2

▲ 8.1

▲ 17.7

▲ 11.2

▲ 13.6

▲ 17.3

＊DIとは、「良い」と回答した企業割合から「悪い」と回答した企業割合を差し引いた指数
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資金繰り・採算ＤＩ 埼玉県四半期経営動向調査結果

7

調査時点：令和５年12月１日

採算DI 採算性も改善するも、来期はやや悪化と慎重な見通し

〔製造業〕
・｢R5.10～12｣採算DIは▲20.6
・｢R6.1～3見通し｣採算DIは▲25.3
・採算DIは4.7ポイント減少し、採算性は
悪化する見通し

〔非製造業〕
・｢R5.10～12｣採算DIは▲24.2
・｢R6.1～3見通し｣採算DIは▲28.6
・採算DIは4.4ポイント減少し、採算性は
悪化する見通し

資金繰りDI 資金繰りは２期ぶりに改善するも、来期はやや悪化の見通し

〔当期の現状〕
・資金繰りDIは前期と比べ、5.0ポイント増加し、
２期ぶりに改善した

〔来期の見通し〕
・当期比▲4.7とやや悪化する見通し

本県経済の現状分析

埼玉県四半期経営動向調査結果 R5.10～12月期 対象企業：2,200社 回答企業：1,386社（回答率63.0%） ＊DIとは、「良い」と回答した企業割合から「悪い」と回答した企業割合を差し引いた指数
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ヒアリング調査からみた企業の声

一般機械器具

半導体製造装置向けの受注は依然として低調で、前期と同様不況である。

受注に当たっては同業他社との相見積もりとなることが多く、価格転嫁は思うように進んでいない。

原材料価格は総じて上昇は落ち着いているが、下落する様子はない。

輸送用機械器具 部品によっては年に約３回、１回あたり１０～１５％程度価格が上がっているものもある。

電気機械器具
半導体加工の受注は依然として大きく落ち込んだままで、売上高は前期比でほとんど変わらない。

人件費が増加しその分の価格転嫁はできておらず、採算性は悪化した。

金属製品
一部の材料の値上がり分を価格転嫁したことで、受注単価は前期比で１％程度改善した。

値上げ交渉に当たっては詳細なエビデンスの提出を求められ、また得意先によっては単価を年間契約で決めているところもあり、
価格転嫁は進んでいない。

プラスチック製品
コストの上昇分の価格転嫁はほぼできており、受注単価は変わらない。

最低賃金引上げの影響はなく、人件費はほとんど変わらない。

食料品製造
景況感は普通である。経済の正常化で需要はコロナ前の水準に回復しているが、原材料高や人手不足が慢性化しており特に
小規模事業者にとっては厳しい状況にあると感じる。

銑鉄鋳物 原材料価格はこれまで上がってきていたが、足元では落ち着いている。

小売業
宝飾品など高額商品の売れ行きが堅調だが、生鮮食品や冬物の衣料品の売れ行きは低調である。（百貨店）

ベアにより人件費が増えた一方で、広告費やキャンペーン等の諸経費を削減している。（スーパー）

情報サービス業 DX化ニーズの高まりや半導体供給の改善などから引き続き好況である。

サービス業（旅行業） 観光需要は堅調であり、引き続き良い方向に向かうとみている。

建設業
住宅部門は資材価格の上昇分を価格転嫁したことで単価は上がったが、全体的に受注価格はあまり変わらない。

民間工事は、工期中に資材価格が上がってもその分の金額変更（価格転嫁）をなかなか受け入れてもらえない。
加えて業界全体の人手不足で外注費も上がっており、採算管理が難しくなっている。

ヒアリング調査からみた企業の声
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本県経済の現状分析調査時点：令和５年12月１日

埼玉県四半期経営動向調査結果 R5.10～12月期 対象企業：2,200社 回答企業：1,386社（回答率63.0%）



現 状

ゼロゼロ融資の各月の返済開始件数と保証債務残高の推移

ゼロゼロ融資返済への対応（資金繰り支援） 本県経済の現状分析

伴走支援型経営改善資金の利用状況
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無利子期間終了

（棒線） 各月の返済開始件数
（折れ線）保証債務残高の推移

ゼロゼロ融資実行期間

億円
件数
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〇 ゼロゼロ融資の利用件数のうち、今年４月までに全体の約９３％が返済開始となる

（据置期間を設定した企業の返済開始のピークは令和５年７～８月と令和６年４月。令和６年５月以降に返済開始となる件数は大幅に減少）

〇 令和５年度は伴走支援型経営改善資金の利子補給率を０．２％引き上げることでゼロゼロ融資利用企業の返済負担を軽減

１,０００億円の融資枠に対し令和５年１２月末までに７８０億円の融資が実行され、このうち借換えによる利用は約８５％の６６５億円となっている

引き続き、中小企業を取り巻く経営環境や国の動向等を注視しながら、中小企業の資金需要に万全を期す



人手不足の状況 埼玉県人手不足に関する緊急アンケート結果
調査時点：令和５年１２月

雇用者数の過不足感 人手不足企業は、半年前に比べて約１１ポイントの大幅増加

雇用状況が「不足している」企業は
・ 令和5年12月は44.8%
・ 令和5年6月は34.0%
→ 令和5年6月の調査から10.8ポイント増加

雇用者状況が「過剰である」企業は
・ 令和5年12月は2.4%
・ 令和5年6月は4.9%
→ 令和5年6月の調査から2.5ポイント減少

人手不足で生じている課題（経営状況）

「受注量の調整、事業規模の縮小」と回答した
企業は43.1％と最も多い
特に、非製造業は約５割と顕著

「事業の拡大、新規事業が中止」も33.0％

→ 受注機会の逸失や成長の阻害要因になっている

受注機会の逸失や新規事業の中止など、成長の阻害要因になっている

埼玉県人手不足に関する緊急アンケート R5.12月 対象企業：1,100社 回答企業：843社（回答率76.6%）

本県経済の現状分析

34.0%

44.8%

61.1%

52.7%

4.9%

2.5%

令和5年6月

令和5年12月

不足している 適切である 過剰である

9.0%

7.2%

25.8%

30.8%

33.0%

24.9%

48.9%

5.2%

10.3%

21.9%

32.3%

32.9%

48.4%

34.8%

7.4%

8.5%

24.2%

31.4%

33.0%

34.6%

43.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

特に支障なし

その他

品質や顧客サービスの低下

残業代、外注費等によるコスト増加

事業の拡大、新規事業が中止

納期への対応が困難

受注量の調整、事業規模の縮小

全体 製造業 非製造業

埼玉県人手不足に関する緊急アンケート R5.12月 対象企業：1,100社 回答企業：843社（回答率76.6%）
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人手不足に対して実施した取組

「正社員の採用」と回答した企業は
・ 全体では43.9％
・ 製造業では40.8％
・ 非製造業では45.9％
→ 製造業、非製造業ともに40％の企業

が正社員を追加採用

「省人化を図る機械の導入」と回答した
企業は
・ 全体では18.7％
・ 製造業では28.3％
・ 非製造業では12.2％
→ 製造業では、３割近い企業が省人化

の機械導入と回答

正社員をはじめとした採用強化と賃上げを行っている企業が多い

人手不足に対して実施した取組

11

調査時点：令和５年１２月 本県経済の現状分析

埼玉県人手不足に関する緊急アンケート R5.12月 対象企業：1,100社 回答企業：843社（回答率76.6%）

5.9%

10.8%

13.5%

11.7%

12.6%

14.4%

12.6%

13.5%

20.3%

18.5%

16.2%

12.2%

19.4%

23.0%

23.4%

28.4%

45.9%

2.6%

5.3%

3.3%

7.9%

9.2%

7.2%

10.5%

13.2%

13.8%

16.4%

19.7%

28.3%

18.4%

19.7%

21.7%

33.6%

40.8%

4.5%

8.6%

9.4%

10.2%

11.2%

11.5%

11.8%

13.4%

17.6%

17.6%

17.6%

18.7%

19.0%

21.7%

22.7%

30.5%

43.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

店舗、事業所の閉鎖

経営者自らの労働による対応

営業時間の短縮

兼業・副業人材の採用

従業員の時間外労働による対応

柔軟な働き方の推進

受注量、客数の調整

業務のアウトソーシング

高齢者の採用

外国人の採用

デジタル化・ＤＸの推進

省人化を図る機械の導入

従業員の能力開発

業務フローの見直し

賃上げの実施

パートタイマーなど有期雇用社員の採用

正社員の採用

全体

製造業

非製造業



取組を行う上での課題

「求人を実施しても応募がない」と回答した
企業は
・ 全体では77.2％
・ 製造業では76.3％
・ 非製造業では77.7％
→ 製造業、非製造業ともに75％以上の

企業が求人を応募しても人材を確保
できていない

「賃上げや設備投資に必要な資金がない」と
回答した企業は
・ 全体では25.8％
・ 製造業では26.3％
・ 非製造業では25.5％
→ 製造業、非製造業ともに25％以上の

企業が賃上げや設備投資の原資を
確保できていない

求人を行っても人材を確保できない、賃上げの原資を確保できない企業が多い

人手不足への対応課題調査時点：令和５年１２月 本県経済の現状分析

埼玉県人手不足に関する緊急アンケート R5.12月 対象企業：1,100社 回答企業：843社（回答率76.6%）

2.3%

8.2%

6.8%

10.9%

10.0%

10.0%

25.5%

61.4%

77.7%

4.6%

9.2%

13.2%

13.2%

15.8%

17.8%

26.3%

67.1%

76.3%

3.2%

8.6%

9.4%

11.8%

12.4%

13.2%

25.8%

63.7%

77.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

業務フローの見直しや外部委託を検討する時間がない

有効な設備の判断が難しい

人材育成や人事制度に関するノウハウがない

設備投資を行っても回収の見込みがない

人材育成に時間が必要であり、求人を躊躇している

賃上げや設備投資に必要な資金がない

求める能力・経験に見合う人材が確保できない

求人を実施しても応募がない

全体

製造業

非製造業
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Ⅱ 予算における対応状況



令和５年度補正予算での対応状況

物価高騰の影響を受ける事業者に対する緊急支援 ５月
補正

９月
補正

１２月
補正

➢物価高騰の影響を受け

る事業者に対する緊急

支援

• 地域公共交通事業者に対する支援

燃料価格の高騰の影響を緩和し運行継続を支援するため、乗合バス及び
タクシー事業者に対し補助

● ●

• トラック運送事業者に対する支援

燃料価格の高騰の影響を緩和するため、運送事業者に対し補助
小型・普通自動車：２０，０００円／台

軽自動車、オートバイ：７，０００円／台

●

• 特別高圧電力を使用する中小企業等に対する支援

高騰する特別高圧電力価格の影響を緩和するため、受電事業者や大型商業施設
等のテナント事業者に対して補助

● ●

• 福祉施設、医療施設等に対する支援

高齢者施設や障害者施設等の光熱費高騰に係る経費を補助
● ●

• 畜産農家・酪農家に対する支援

配合飼料等の価格高騰の影響を緩和するため、畜産農家や酪農家に対し補助
● ●

• 県産農産物販売促進キャンペーンを通じた農業者支援及び家計負担軽減

県産農産物の取扱量の増加及び県民の家計負担の軽減を図るため、量販店等が
行う販売促進キャンペーンに対し補助

●

予算での対応
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令和５年度補正予算での対応状況
物価高騰の影響を受けにくい経営体質への転換を促す支援 ５月

補正
９月
補正

１２月
補正

➢物価高騰の影響を受け

にくい経営体質への転

換を促す支援

• 中小企業等における原材料の転換等の支援

原材料の転換や使用量削減に関して設備投資や製品開発等に要する経費を補助
補助率：１／２、補助上限：７５０万円（５月補正、１２月補正）

● ●

• 企業の価格転嫁に向けた支援

企業に対しパートナーシップ構築宣言の登録の働き掛けや専門家による
価格交渉のノウハウに関する伴走型支援、効果的な広報等を実施

●

• 中小企業等の省エネ・再エネ設備投資への支援

中小企業等が実施する省エネ・再エネ設備の導入に要する経費の一部を補助
補助率１／２、補助上限５００万円

● ●

• 地域内資源を活用した堆肥の活用促進

家畜排せつ物などを活用した堆肥の生産に係る設備投資等に要する経費を補助
補助率：１／２、補助上限：２，０００万円（５月補正）

●

• 施設園芸農家の省エネ転換への支援

省エネ型施設園芸への転換を促進するため、省エネ機器や資材の導入経費を補助
●

【参考】物価高騰の影響を受ける生活者に対する緊急支援 ５月
補正

９月
補正

１２月
補正

➢物価高騰の影響を受け

る生活者に対する緊急

支援

• ＬＰガスを使用する一般消費者等に対する支援

販売事業者を通じ、価格高騰の影響分の一部を補助
１世帯当たり上限補助額：２，５００円（５月補正）、２，３００円（１２月補正）

● ●

• 子育て世帯生活支援特別給付金の支給

食費等の物価高騰に直面するひとり親世帯に対し、生活支援特別給付金を支給
支給額：児童１人当たり５万円

●

予算での対応
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Ⅲ 構造的な課題への対応



⚫ R4年度は、国と県の取組を集約し課題を整理、有識者ヒアリングも行い、課題解決に資する当面の取組をまとめた。

⚫ R5年度は、各課題について、以下の目的別に部会を開催した。

①「国・県の新たな連携による先進的・効果的な取組の検討」（国・県）、②「取組の強化について」（国・県・経済団体）

部会での意見を基に連携した取組を更に強化していく

部会における検討状況 部会での検討

①新たな連携、先進的取組の検討

(構成員：県・国)

↣ 協定締結団体と連携した取組の推進
→「価格転嫁サポーター制度」の開始
→「価格交渉支援ツール」「収支計画シミュレー
ター」の開発・周知

→価格交渉ノウハウを伴走型で支援

↣ DX・サーキュラーエコノミーの推進
→国のCEパートナーシップに入会
→CEのモデル調査地域に選定

↣ 成長分野への業態転換
→国と連携した成長志向企業の伴走型支援

↣ 生産年齢人口の減少への対応
・雇用のミスマッチ解消 ・多様な人材の活躍支援
・成長企業の人材確保支援 ・人材育成の強化
→成長企業への国との共同訪問実施
→県・国・市で連携した地域面接会を開催

価格転嫁の
円滑化

②取組の強化について（部会意見）

（構成員：県・国・経済6団体・オブザーバー（シンクタンク等））

⚫ 協定は、労務費の転嫁など時宜を得た内容を盛り込んだ上で、来年度
も延長すべき

⚫ 実効性確保を追求するならば、無理やり数値目標を設定することは避
けるべき

⚫ 業界全体での取組が効果的。業種別組合を通じた周知を加速すべき

⚫ 県DX推進支援ネットワークに経済団体も参画しているが、６団体自ら
が一体となって実施する取組も展開したい（共通アンケートなど）

⚫ 県のDXやCEの取組は先進的。DX等の取組のプロセスや生産性向上
につながった実例をもっと対外的に発信し、気運醸成してはどうか

⚫ DXについて、零細企業でも参考になる事例を公表してほしい
⚫ 部会テーマ「業態転換」を、「生産性向上」等に改めてはどうか

⚫ 人材確保について国と県の支援をまとめたツール（チラシやHPなど）
があると、企業に周知しやすい

⚫ 外国人留学生の就職でアンマッチが発生している。経済団体も協力し、
企業と大学の情報交換の場を作るといい

⚫ 労働施策に経済団体も参画し、「オール埼玉」感を打ち出すべき
⚫ 人材確保に、民間人材会社等の力をもっと生かせないか

中小企業の
業態転換

適切な人材の
育成・確保
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価格転嫁の円滑化に向けた取組成果

上場企業の宣言率は５割超に上昇

✓ 埼玉りそな銀行と県職員とによる共同企業訪問を継続実施

⇒上場企業の宣言企業数は３１社（約５１％）にまで上昇

宣言率は県内企業（９．８％）の５倍超

本県初の取組が全国に拡大

✓ 本県から始まった価格転嫁に向けた地域連携（協定・共同宣言等）の
動きは３３道県（本県含む）に波及
（セミナー等による活動は４７都道府県全てに波及）

✓ 価格交渉支援ツールは１４県からリンクを貼られ、国の
価格交渉ハンドブック等にも掲載

・北海道 ・青森県 ・岩手県 ・宮城県 ・秋田県
・山形県 ・福島県 ・栃木県 ・群馬県 ・埼玉県
・千葉県 ・神奈川県・新潟県 ・富山県 ・福井県
・山梨県 ・長野県 ・静岡県 ・愛知県 ・鳥取県
・島根県 ・岡山県 ・広島県 ・徳島県 ・香川県
・愛媛県 ・高知県 ・福岡県 ・長崎県
・熊本県 ・大分県 ・宮崎県 ・沖縄県

業種 宣言済み 未宣言 合計 宣言率

製造業 １６ １７ ３3 ４８.５%

非製造業 １５ １３ 2８ ５３.６%

合計 ３１ 3０ 6１ ５０.８%

【県内上場企業の宣言状況】

パートナーシップ構築宣言が拡大
✓ 宣言企業数上位５都府県で宣言率１位をキープ（２位との差が拡大）

全国でも宣言率５位まで上昇

R4.9.8＊
時点

R4.9.8
順位

R6.1.31
時点

R6.1.31
順位

埼玉県 2.48% 4位 9.76% 1位

東京都 3.12% 1位 8.37% 2位

愛知県 2.81% 2位 7.46% 3位

神奈川県 1.95% 5位 7.45% 4位

大阪府 2.50% 3位 6.38% 5位

【宣言率順位比較】

価格転嫁の円滑化

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00% 東京都 神奈川県

愛知県 大阪府

埼玉県 平均

＊価格転嫁の円滑化に関する協定締結時点

【中小企業診断士による働き掛け】

企業への働き掛けも順調に実施中

✓ 中小企業診断士による企業への働き掛けも順調に実施中

✓ 業種別組合の核となる団体・企業をターゲットに働き掛けを行った
ところ、当団体から1,000社以上の会員企業に情報を周知いただけた。

⇒ ターゲットを見極め、事業の効率的な実施を目指す

【連携した取組を実施している自治体】

18

実績 目標 進捗率

架電数 5,100 5,000 102%
訪問数 590 700 84%

伴走型支援 予約済み110 140 予約済み79％



価格転嫁サポーターの活動実績

19

価格転嫁の円滑化

・県が提供してくれた価格転嫁の支援策や、補助金等の情報が一目で分かるチラシ

を企業に持参したところ大変喜ばれ、今後も情報提供してほしいとの声を多数頂いた。

・仕入価格が上がり、収益率が下がってきている企業に対して、価格転嫁の後押し

をした結果、主要な販売先に対して価格転嫁できたとのお声を頂いた。

・価格交渉の材料が乏しいと相談があった企業に、「価格交渉支援ツール」を紹

介したところ喜ばれ、取引先大手との値上げ交渉の成功につながった。

・県と共同で業種別組合や事業者向けの勉強会を開催したところ、大変好評だった。

価格転嫁サポーターの好事例価格転嫁サポーターの養成状況

✓ 価格転嫁サポーター養成数

当初目標：３，２００名（今年度末まで）

１月末実績：３，９３５名
１６金融機関の御協力により、当初目標を大幅に上回った。

✓ 参画金融機関：１６金融機関
埼玉りそな銀行、武蔵野銀行、飯能信用金庫、川口信用金庫、
青木信用金庫、埼玉縣信用金庫、東和銀行、埼玉信用組合、
日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、大光銀行、足利銀行、
熊谷商工信用組合、埼玉県信用農業協同組合連合会、
きらぼし銀行、山形銀行

✓ 養成風景
R5.11.28 埼玉りそな銀行「価格転嫁サポーター」研修

✓ 価格転嫁サポーターが聞き取った「事業者の声」

【価格転嫁サポーターを通じて周知している補助金等の支援情報をまとめたチラシ（例）】

価格転嫁サポーターの取組を更に加速できるよう、以下の取組を検討していく
① 本県の支援施策はもとより、国・市町村の補助メニューをチラシなどにパッケージ化し、迅速に展開
② サポーターの好事例について参画金融機関で共有する仕組みを構築



講演会等を活用した支援情報の周知
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価格転嫁の円滑化

・大野知事からの発信に加え、今年度中に約２０回の講演を実施
・労務費を含めた適正な価格転嫁を推進し、中小企業の賃上げにつなげるべく、本県の施策や
価格交渉に役立つツールを積極的に発信し、企業への認知度を更に高めていく

自社だけでの価格交渉に不安がある中、業界全体での取組が効果的
業種別組合等への直接的なアプローチを今後、更に強化していく

全国に向けた情報発信県内企業・団体向け講演

・埼玉県商工会連合会 トップセミナー

・埼玉県商工会連合会 事務局責任者向け会議

・埼玉経済同友会 幹事会

・埼玉中小企業家同友会 理事会

・埼玉りそな銀行 県内企業向けセミナー

・埼玉りそな銀行 価格転嫁サポーター研修会

・坂戸市商工会 講演

・帝国データバンク 講演（予定）

・矢田首相補佐官に対して知事訪問・説明

・矢倉財務副大臣・酒井経済産業副大臣に対して知事から訪問説明・要請

・プラチナ大賞 知事プレゼン

・関東財務局・関東経済産業局共同開催 価格転嫁セミナー

・日本商工会議所 中小企業委員会 講演（令和５年９月、令和６年１月）

・内閣府・中小企業庁への訪問・説明

・広島県 広島県内企業向けセミナー、他県（２県）に向けた講演（予定）

・他、調整中の講演や全国からの問合せ・視察が多数

価格交渉支援ツールなどを全国に展開

業種別組合等に向けた講演

・埼玉県中小企業団体中央会 常任理事会 ・商工中金主催 業種別組合研修会

・埼玉県電業協会 会員向けセミナー

協定締結団体と連携し、施策を周知

【参考：日本商工会議所での講演の様子】
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（目的）
第１条 本協定は、成長と分配の好循環を生み出すべく、中小企業における賃上げを実現するため、甲、乙、丙、丁及び戊が相互に連携及び協力を行い、労務費、原材料費、
エネルギーコスト等の上昇分を適切に価格転嫁することについての気運の醸成及び実効性の確保に向けた取組を実施することにより、サプライチェーン全体での共存共栄、
付加価値の向上を図り、もって県内中小企業、小規模事業者の稼げる力を高めることを目的とする。

（連携及び実施）
第２条 甲、乙、丙、丁及び戊は、前条の目的を達成するため、次に掲げる項目について、所掌の範囲で相互に連携し、実施する。
⑴ 価格転嫁の円滑化に向けた取組の実施と支援情報等の周知
ア 国の「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」や県の「価格交渉のノウハウ獲得に向けた伴走型支援」など、国及び県の取組の共有と県内企業への周知
イ 県が開発した価格交渉に役立つツール（「価格交渉支援ツール」及び「収支計画シミュレーター」）の更なる機能拡充と周知
ウ 価格転嫁サポーターや業種別組合等を通じた支援情報等の周知
エ ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、講習会・セミナー等を活用した支援情報等の周知

⑵ パートナーシップ構築宣言の促進及び実効性の確保
ア 宣言登録に向けた県内企業への働き掛け、周知を通じた認知度の向上
イ 宣言企業に対する支援策の拡充
ウ 宣言の実効性確保に向けた働き掛け

⑶ 価格転嫁の状況に関する情報収集と発信
ア 県内企業への聞き取り調査等を通じた情報収集
イ 情報収集の結果の共有と発信

⑷ その他、前条の目的を達成するために必要な事項

価格転嫁の円滑化に関する協定の延長（案）

〇 県内中小企業の稼げる力を高め、賃上げを実現するため、本協定を令和７年３月末までの１年間延長し、連携した取組を

更に進めていきたい。

〇 延長に当たっては、これまでの戦略会議や部会での議論を踏まえ、先進的な取組を協定書に明記し、取組を加速させていく。

・価格転嫁の「気運醸成」に加え、取組のフェーズを一歩進めるべく「実効性確保」に向けた取組を記載

・国の「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」や県の伴走型支援の周知を記載

・県が開発した価格交渉に役立つツールの機能拡充や周知を記載

・価格転嫁サポーターや業種別組合等を通じた支援情報の周知を記載

・パートナーシップ構築宣言の認知度向上に加え、働き掛けや実効性確保を記載

御賛同いただけた場合には、後日、持ち回りでの御署名をお願いします。

価格転嫁の円滑化

主な変更点
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中小企業のＤＸ推進～「ＤＸ推進支援ネットワーク」を軸とした支援～

１ 概要

経済団体：埼玉県商工会議所連合会、埼玉県商工会連合会、埼玉県中小企業団体中央会、埼玉県経営者協会、埼玉経済同友会、埼玉中小企業家同友会
金融機関：埼玉りそな銀行、武蔵野銀行、埼玉縣信用金庫、川口信用金庫、青木信用金庫、飯能信用金庫
支援機関：中小企業基盤整備機構、埼玉県情報サービス産業協会、情報処理推進機構、埼玉県中小企業診断協会、埼玉ＩＴコーディネータ、さいたま市産業創造財団、埼玉県産業振興公社
行政機関：埼玉県、関東総合通信局、関東財務局、関東経済産業局、さいたま市、川越市、川口市、越谷市

【埼玉県ＤＸ推進支援ネットワーク構成機関（２７機関）】

経営の悩み

２ 取組の内容と実績

情
報
発
信
・啓
発

相
談
・支
援

・構成員の支援策やDXの好事例等をネットワークWebサイトに一元化
【ＷｅｂサイトのPV数】 8,818件/月（R4） ➡ 10,877件/月（R5.12）
【構成機関の相談件数】 7,377件（R4） ➡ 3,297件（R5.9）

・DXに取り組み、成果を上げている好事例を表彰
・表彰事例を周知し、横展開を図ることによりDXの取組を促進

【DX大賞の応募数等】 応募：26社（27件）のうち6社を表彰
ビジネスアリーナにおいて事例発表会、表彰式実施

支援情報の一元化

好事例の横展開（DX大賞）

経営層の意識啓発
・経営層を対象とした民間講座に経費を助成
・企業のDXの推進役となる経営層の意識改革を図る

【講座数・受講者数】 13講座（R4） ➡ 18講座（R5.12）
88人（R4） ➡ 226人（R5.12）

DXコンシェルジュ

ICT活用コーディネーター

・専任の相談員による無料相談
・デジタル化のソリューションを希望する企業と「埼玉DXパートナー」
とのマッチング

【相談件数】 157件（R4） ➡ 228件（R5.12）
【DXパートナー】 220社（R4） ➡ 276社（R5.12）
【マッチング件数】 184件（R4） ➡ 259件（R5.12）

・商業・サービス産業事業者のデジタルツール（キャッシュレス、POSレ
ジなど）の導入等を支援

【相談件数】 184件（R4） ➡ 118件（R5.12）

産業振興公社

DX推進員
・地域の事業者のデジタル化支援
・商工団体職員のDX支援スキル向上を支援

【相談件数】 191件（R4） ➡ 144件（R5.11）

商工団体

中小企業の業態転換

国や県、経済団体、金融機関、支援機関等の27機関が相互に連携し、埼玉県全体が一体となった県内企業のＤＸ支援を通じて、県内企業のＤＸを推進
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人口減少・超少子高齢社会においても、本県経済を持続的に成長させていくためには、企業の生産性を向上していく必要がある

相談・支援機能の拡充や、商工団体との連携強化により、企業へのワンストップ支援を拡充！県内企業のＤＸを強力に推進していく



✓ 食のCE

研究会の設置（16社参加）

SAITEC北部研究所と連携した支援

→「川越紅赤芋みつ」の販売開始

✓ 未利用資源の有効活用

研究会の設置（23社参加）

✓ CE型ビジネスモデル補助金

→彩の国ビジネスアリーナ出展支援

再資源化

生産

消費

サーキュラーエコノミー ＝ 生産活動や消費活動などのあらゆる段階で
資源の効率的・循環的な利用を図る経済活動

県内企業が世界的な経済構造の変革に対応し、中長期的な競争力を確保するため、
埼玉県はいち早く支援を開始

原材料

「サーキュラーエコノミー推進センター埼玉」 の設立（R5年6月）

✓ セミナーの開催

✓ 経済団体・金融機関等と連携した

勉強会の開催

✓ 彩の国ビジネスアリーナでの展示

リーディングモデルの構築・展開普及啓発・情報発信 相談対応・マッチング支援

都道府県で３番目に設置された支援拠点（産業部門に設置）

✓ コーディネーターによる支援

相談対応 173件
マッチング 17件

（R5年12月末時点）

・廃プラ再資源化企業×プラ製品メーカー

・バイオプラ製造企業×緩衝材メーカー

マッチング事例

意欲的な産官学との連携 国が設立した産官学パートナーシップに加盟し「地域循環WG」委員として参加
サーキュラーパートナーズ

サーキュラーエコノミー（CE）の推進 中小企業の業態転換

23
普及啓発を行い、リーディングモデルを構築・展開 埼玉発のモデルを育てていく



・報酬制度・労働条件・多様な働き方・社員教育など人事制度の見直しが必要
・新たな人材と既存社員との価値観の共有など人事制度に対する社員の理解が必要

その他
の課題

上記を企業の状況により併用又は選択

生産性向上に貢献する中途採用人材の確保 適切な人材の育成・確保

● 終身雇用制度・年功序列型賃金の見直し

● キャリアアップを目指し転職を志向する就業者の増加
【背 景】

製品・サービスの付加価値の向上など生産性を高めるための人材戦略として「中途採用人材」の活用へ

中途採用人材を活用し、異なる知識や技術力を持ち寄ることで“人材のシナジー効果”を生み出し、生産性向上につなげる

１ 即戦力人材の採用 … スキル・専門知識を有する人材

【メリット】・即戦力 ・育成コストが安価 ・組織の活性化や業務の見直しにつながる期待

【 課 題 】・採用コストが高価 ・組織とのミスマッチ懸念 ・獲得競争が激しく、転職による流出懸念

☛ 埼玉県プロフェッショナル人材戦略拠点や

関東経済産業局マネジメントメンター制度・新現役交流会によるマッチング支援

２ 未経験者の採用 … 就業経験が浅く、第二新卒など育成が必要な人材

【メリット】・採用コストが安価 ・採用しやすく、育成で定着の期待 ・人手不足解消で機会損失解消

【 課 題 】・育成に時間とコストが必要 ・組織の活性化や業務の見直しなど変革への寄与度は小

☛ 埼玉県企業人材サポートデスクやハローワークによるマッチング支援
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【参 考】

令和５年度における取組成果

（社会実装する取組）



社会実装する主な取組

構造的な課題への主な取組 国 県 経済
団体等

１ 価格転嫁の円滑化

➢社会的気運醸成に向けた広報や情報の周知徹底
• メディアを活用した広報や企業へのＤＭやＳＮＳによるプッシュ型周知 ● ● ●

• 価格転嫁サポーターや業種別組合等と連携した情報の周知 ● ● ●

➢企業への直接的な働き掛けの強化 • 個別企業に対して電話や訪問により宣言登録や適正な取引の推進を依頼 ● ● ●

➢宣言企業に対するインセンティブの拡充 • 補助金審査での加点や公共事業の調達、人材確保等で優遇措置を実施 ● ●

２ 中小企業の業態転換

➢業態転換を後押しする取組強化 • ジェトロ埼玉等と連携し、企業のｅコマース拡充支援等により、海外
販路開拓を支援

● ●

➢業態転換に必要な情報の周知 • 支援情報をメルマガ、ＳＮＳや金融機関等を通じてプッシュ型で周知 ● ● ●

➢ＤＸによる業態転換の取組支援

• 支援機関や金融機関と連携し、ＤＸのモデル事例を創出、横展開 ● ● ●

• ＤＸのニーズを持つ企業とＩＴ企業等とのマッチング強化
（ＤＸコンシェルジュの体制強化、ＤＸパートナーとのマッチング支援）

● ● ●

➢脱炭素による業態転換の取組支援 • 国と県が連携したサーキュラーエコノミーの推進 ● ● ●

３ 適切な人材の育成・確保

➢成長企業・人手不足分野へのマッチング強化 • 成長企業の求人開拓やセミナー、面接会等を拡充し、マッチングを強化 ● ● ●

➢求人・求職のミスマッチ解消 • 高校生の地元就職促進など県内中小企業とのマッチング強化 ● ● ●

• 高等技術専門校とポリテクセンター埼玉による合同面接会の開催 ● ● ●

➢多様な働き方の推進と人材育成の取組強化 • 兼業・副業のマッチングやリスキリングの提案など人材確保と就業支援の拡充 ● ● ●

戦略会議の総括
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部会での検討



強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －価格転嫁の円滑化－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

パートナーシップ構築宣言の登録促進・実効性確保

• 宣言企業数の拡充に向けて、企業への直接的な働
き掛けを実施

・県内企業４万社にダイレクトメールを郵送（８月末発送）

（協定締結団体の連名で宣言登録を依頼・支援情報をまとめて紹介）

・中小企業診断士が電話・訪問により宣言を働き掛け
・上場企業を訪問し、パートナーシップ構築宣言の登録や適
正な取引の推進を依頼（金融機関や経済団体と実施）

・会員組合や会員企業に対して働き掛けを実施

〇 〇 〇

• 宣言企業に対するインセンティブの拡充
（補助金審査時の加点措置など直接的なインセンティブ
の拡充や、宣言企業が企業価値を高め、採用等に活用
できる認定制度等を検討）

・補助金審査等で加点措置を新設

埼玉県経営革新グリーン分野進出支援事業補助金（第４回公募～）

埼玉県原材料価格高騰対策支援事業補助金

埼玉県経営革新デジタル活用支援事業補助金（第７回公募～ ）

地域商業機能複合化推進事業補助金（第３回公募～）

・県制度融資（産業創造資金社会貢献企業等優遇貸付）で優遇

・県が作成する求職者向け企業ＷＥＢサイトに宣言企業であ

ることが分かる情報を掲載し、合同就職相談会などで活用

〇 〇

• 価格転嫁について事業者が価格交渉しやすい体制を
構築

・価格転嫁の相談窓口を設置し、企業のお悩みに対応

（よろず支援拠点、下請かけこみ寺、商工会議所連合会、商工会連合会、
中小企業診断協会など）

・価格交渉支援ツールを活用し、適正価格の把握や交渉を支援

・収支計画シミュレーターを活用し、価格転嫁の必要性を“見える化”

・協定締結団体と連携した広報や研修会・講演会を実施

・国の補助金を活用した相談窓口において、事業者のお悩みに対応

〇 〇 〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －価格転嫁の円滑化－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

パートナーシップ構築宣言の登録促進・実効性確保

• 価格転嫁の課題（事業者や部署）を調査し、ボト
ルネックへのアプローチを強化

・中小企業診断士から企業に架電・訪問し、価格転嫁の現状

や課題等をヒアリング（働き掛けや伴走型支援と合わせて実施）

・四半期経営動向調査で価格転嫁のボトルネック等を調査

・上場企業に対する働き掛け（再掲）

〇 〇 〇

事業者への周知・広報

• 国と県の価格転嫁の支援情報等をパッケージ化し、
県内企業にプッシュ型で周知

・県公式ＬＩＮＥアカウント（約２万社）や経営革新計画承

認企業メルマガ（約４千社）等でのプッシュ型周知

・経済団体の会報紙等を通じた会員企業への情報周知

・県内企業４万社にダイレクトメールを郵送（再掲）

・中小企業診断士による架電･訪問等を通じた情報周知（再掲）

〇 〇

・相談窓口において、相談に来た事業者に対して支援策等情報を周知

・商工会トップセミナーにおいて、価格転嫁の支援情報等を周知 〇

• メディア等を活用した広報を行い、価格転嫁に向
けた社会的気運を醸成

・テレビ、ラジオ、新聞、県広報誌を活用した広報を実施

・駅前大型ビジョン、金融機関のデジタルサイネージに

おけるＰＲ動画の放映

・国や日本商工会議所、関係機関等と連携した広報の実施

〇 〇

・商工会トップセミナーにおいて、価格転嫁の支援情報等を周知（再掲）

・商工会事務局責任者会議において、価格転嫁の取組等を周知 〇

• 「価格転嫁サポーター制度」を新設し、金融機関
を通じて中小企業へ価格転嫁支援情報を提供

・「価格転嫁サポーター」を１６金融機関、３，９３５人養成

・価格転嫁サポーターが中小企業訪問時に各種支援情報を提供 〇 〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －価格転嫁の円滑化－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

公共事業・調達

• 宣言を「総合評価落札方式」の評価項目に設定す
ることを検討

・宣言の登録を評価項目へ追加（Ｒ５．７～） 〇

• 宣言を「入札参加資格審査」の審査項目に設定す
ることを検討

・令和７、８年度の入札参加資格審査の審査項目に設定する

ことを検討 〇

• 下請事業者にスライド条項が適切に反映されるよ
うな取組を検討

・引き続きスライド制度を適切に運用し、下請企業等への

価格転嫁が円滑に行われるような取組を実施

・引き続き、誓約書・確認票の提出、施工体制台帳等の確認

及び国土交通省との合同立ち入り検査等を行い、下請事業

者にスライド条項が適切に反映されるような取組を実施

〇

資金繰り支援

• ゼロゼロ融資返済の本格化に向けて、金融機関や
保証協会等に金融円滑化を働き掛けるとともに、
適切な支援を検討

・伴走支援型経営改善資金の融資枠拡大及び利子補給率

引上げ（Ｒ５．４）

・金融機関、保証協会等に対する金融円滑化の要請

（Ｒ５．６、Ｒ５.１１）

・金融円滑化の要請を金融機関に要請するよう国へ要望

（Ｒ５．６、Ｒ５.１１）

・経営安定資金（知事指定業種）の指定期間延長

（Ｒ５．４～Ｒ６．３）

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

全般

• 業態転換を後押しするインセンティブについて、

商工団体等の意見を踏まえながら検討

・補助金の一部を傾斜配分とする。より支援実効性が高まるよう

に、傾斜配分の基礎となる事業実績の指標の見直し等について、

商工会・商工会議所と協議会を設置し議論（Ｒ５．９）
〇 〇

• 企業のｅコマースの取組への支援の拡充等により、

海外販路開拓を支援

・ジェトロ埼玉等と連携しＥＣの仕組等周知に係るセミナー実施

（Ｒ５．５～）

・ＥＣを活用できる人材の育成を支援するため、基本から販売実

践まで体系的なノウハウを習得できる連続講義の開催

（Ｒ５．６～）

・埼玉県特設ショップによる企業の越境ＥＣ出店支援の拡充

Ｒ４：４０社分→Ｒ５：６０社分（Ｒ５．１０～）

・越境ＥＣ補助の支援枠の拡充

Ｒ４：３０社分→Ｒ５：４０社分（Ｒ５．４～）

〇

・補助金、講座情報について金融機関のネットワークを活用し、

県内企業に周知

・ジェトロ埼玉と連携し埼玉県職員協議会において「ジェトロの

海外ビジネス支援」の研修会を開催（Ｒ６．１）

・越境ＥＣ支援策及びセミナー等について、商工会を通じて

事業者に周知

・専門家派遣（エキスパートバンク）による海外販路開拓を支援

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

全般

• 支援機関と連携し講習会を実施するなど、ＯＩＭ

Ｓ（オープンイノベーション・マッチングスクエ

ア）の更なる活用を促進

・自動車の電動化に関するセミナーを開催し、関東経済産業局

から県内事業者向けに支援策を周知(Ｒ５は３回開催) ○ 〇

• 国の事業再構築補助金が受けられない企業を対象

に、要件を緩和した県独自の補助制度を検討

・経営革新デジタル活用支援事業補助金、経営革新グリーン分野

進出支援事業補助金を実施 〇

• オンラインによる効果的なビジネスマッチングを

推進し、他分野に応用できる技術のＰＲなどによ

り販路拡大や新分野への進出等を支援

・「彩の国ビジネスアリーナ２０２４」をオンラインとリアルの

ハイブリッド形式で開催予定（Ｒ６．１）

・常設ビジネスマッチングサイト「サイタマサプライヤーサーチ

エンジン（Ｓ－Ｓｅａｒｃｈ)」によるマッチング支援の実施

〇

・「彩の国ビジネスアリーナ２０２４」出展費用を一部助成し

販路開拓や新分野への進出等の支援を後押し 〇

• 国と連携し、全国の業態転換の好事例や効果的な

支援施策等の情報を踏まえ、埼玉県の中小企業支

援にも反映させながら継続的な支援を実施

・埼玉県事業再構築支援センターにおいて、相談・専門家

派遣等による中小企業の事業再構築支援の実施 〇

・事業再構築支援員による、中小企業の事業再構築支援の相談

対応 〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

全般

• 企業が事業再構築計画を策定する際に支援機関が

実効性のある課題設定型の伴走型支援を実施でき

るよう手法を検討

・商工会・商工会議所の支援能力向上のため、下記経費への補助

を実施

① 商工会・商工会議所職員が受講する中小企業大学校の研修受講経費

② 商工会議所連合会・商工会連合会が行う研修の開催経費

・高度な支援スキルを持つ広域指導員を商工会議所連合会・商工

会連合会に設置し、同行支援等により職員育成

・埼玉県事業再構築支援センターにおいて、専門家派遣の実施

〇 ○

・事業再構築相談に関するチラシを作成し、施策の周知及び

伴走型支援の実施 〇

• 業態転換の成功事例を県内企業に横展開していく

ため、周知していくことを検討

・埼玉県事業再構築支援センターで、セミナーにおいて成功事例

を紹介 〇

• 業態転換・新市場参入を目指す企業向けの専門家

による支援を検討

・埼玉県事業再構築支援センターにおいて、専門家派遣の実施

・関係機関向け制度説明等の動画(ＹｏｕＴｕｂｅ)による周知

（Ｒ５．４）

・県内事業者向け県公式ＬＩＮＥアカウントによる周知

（Ｒ５．５～）（再掲）

・県内金融機関等との意見交換会での周知（Ｒ５．６）

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

全般

• 企業に必要な情報を集約したサイトの構築・改善

を随時行うとともに、県のメルマガ等において、

国などの支援情報も併せて周知

・経営革新計画承認企業向けのメルマガにおいて、企業に必要な

情報を配信（再掲）

・県ホームページにおいて、県・国・県内市町村の事業者向け

支援策を掲載

・随時事業者向け支援策の情報を更新

〇

・事業再構築相談に関するチラシを作成し、商工会を通じて施策

の周知（再掲） 〇

• 地域支援機関のコーディネーターの増員等による

業態転換支援体制の強化を検討

・経営革新グリーン分野進出支援事業補助金及び経営革新デジタ

ル活用支援事業補助金の申請・実績報告受付業務を商工団体に

委託することで、県内各地域の業態転換支援を強化
〇

・経営革新計画策定の際に、デジタル・グリーン分野進出の

後押し 〇

• 中小企業の奨学金返還支援制度について積極的に

周知し、活用を促進

・従業員の奨学金返還支援制度を持つ県内中小企業への補助事業

を実施（Ｒ４．４～） 〇

33



強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

全般

• セミナー等への参加企業に対して、補助金等の支

援情報を効果的に周知するとともに、その他の事

業者に対しては、ホームページやＳＮＳ、金融機

関等を通じてプッシュ型の周知を実施

・埼玉県事業再構築支援センター等の各種セミナーやホームペー

ジにおいて、補助金等の支援情報を周知

・県内事業者向け県公式ＬＩＮＥアカウントによる周知

（Ｒ５．５～）（再掲）

○ 〇

・事業再構築相談に関するチラシを作成し、商工会を通じて

施策の周知(再掲） 〇

• 国や県、支援機関等が実施している支援情報を

パッケージ化し、関係機関が効果的に情報を発信

・埼玉県事業再構築支援センター等の各種セミナーにおいて、

国や県、支援機関等が実施している支援情報を紹介 ○ 〇 ○

・事業再構築相談に関するチラシを作成し、商工会を通じて

施策の周知(再掲） 〇

• 埼玉県の広域指導員制度は全国的にも優良事例で

あるため、全国に広げていくとともに、中長期的

な取組を継続

・広域指導員を商工会議所連合会・商工会連合会に設置 〇

・広域指導員による高度な課題に対する伴走型支援を実施 〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

全般

• 事業再構築補助金の制度終了後を見据えた支援制

度を検討

・経営革新デジタル活用支援事業補助金、経営革新グリーン分野

進出支援事業補助金の実施 〇

・商工会の広報・ＨＰ等を通じ、事業者に周知 〇

• 原材料価格高騰の影響を受けにくい経営体質への

改善を支援

・専門家（中小企業診断士）を派遣し、原材料価格の高騰に対応

するための助言を実施

・原材料の転換・使用量削減に関する設備投資や製品開発等に

要する経費の一部を補助

〇

・専門家派遣制度（エキスパートバンク）による専門家（中小

企業診断士）を派遣し、原材料価格の高騰に対応するための

助言を実施
〇

• 資本性劣後ローン等の活用を促進するための支援

策を検討

・全国知事会などを通じて国に信用保証制度の創設等を要望

・国の動向等を注視し、情報を把握しながら進めていく
〇

• 業態転換等の支援の実効性を高めるため、県から

支援機関への補助額の一部について成果に応じた

配分とすることを検討

・補助金の一部を傾斜配分とする。

より支援実効性が高まるように、傾斜配分の基礎となる事業実

績の指標の見直し等について、商工会・商工会議所と協議会を

設置し議論（Ｒ５．９）（再掲）

〇 〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

ＤＸ

• ＤＸ関連の補助金（例：経営革新デジタル活用支
援事業補助金）について、実際の利用状況を踏ま
え、今後の方向性を検討

・経営革新デジタル活用支援事業補助金を実施（再掲） 〇

• ＤＸのニーズを持つ企業とＩＴ企業等とのマッチ
ングを行うとともに、マッチング成立後のサポー
トを実施

・「埼玉ＤＸパートナー」の募集・登録

・埼玉県ＤＸ推進支援ネットワークのサイトに登録企業を掲載

・ＤＸコンシュルジュが県内企業とＤＸパートナーとのマッチン

グを支援

・ウェブサイト上でのＤＸパートナーとのマッチング機能を強化

・関東経済産業局ＨＰに「デジタル化・ＤＸを支援するソリュー

ション」を掲載し、ＤＸのニーズを持つ中小企業等への周知を

通じて、両者のマッチング促進

○ 〇

・ＤＸ推進員による、中小企業の個別支援 〇

• 産業振興公社内にデジタル化や経営に関わる広範
な知識を有する「ＤＸコンシェルジュ」を配置し、
企業の相談に対応

・経営革新デジタル活用支援事業補助金を実施（再掲）

・「ＤＸコンシュルジュ」の体制を強化し（２名→３名）、相談

を実施（Ｒ５．４～）

・ネットワーク構成機関が実施する経営相談会などに参加し、金

融機関との意見交換を通じて、企業の課題を把握

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

ＤＸ

• サイバーセキュリティに関する研修会や啓蒙活動
を行い、県内企業の意識向上とサイバー防衛力の
強化を図る

・サイバーセキュリティに関する情報をウェブサイトに掲載

・サイバーセキュリティ対策に利用できる補助金などの相談に対応

・サイバーセキュリティに関するメールマガジンを配信（月１回）

○ 〇

・サイバーセキュリティに関する情報をＨＰに掲載し、

商工会を通じて事業者へ周知 〇

• ＤＸのモデル事例を創出し、支援機関や金融機関

と連携し、県内企業への横展開を図る

・令和５年度「中小企業地域経済政策推進事業費補助金

（地域ＤＸ促進環境整備事業）」の実施を通じて、地域におけ

るＤＸ事例の発掘

・構成機関の協力を得ながら、ＤＸ事例の発掘及び事例紹介動画

等の作成

・埼玉県ＤＸ推進支援ネットワークのウェブサイトへの掲載

・優れたＤＸの取組事例を表彰する「埼玉ＤＸ大賞」を創設し、

ネットワークと共催、受賞事例を周知することで横展開を図る

（Ｒ５．７～）

○ 〇

・商工会、埼玉縣信用金庫、リコーと連携し、ＤＸフェアを実施

（県内６地域）

・ＤＸ推進員の個社支援をまとめた「ＤＸ支援事例集」を作成し、

関係機関に配布及び情報の共有

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

ＤＸ

• 企業のＤＸの意識を醸成する施策を検討（例：高

校生の課外授業の一環として、地元企業や商店が

抱える課題に対するデジタルソリューションを提

案するコンテストを実施）

・サービス産業事業者向けにＤＸセミナーを開催し、事業者の

ＤＸ意欲の向上を図る

ＤＸ普及セミナー １回開催（５/２９）

ＤＸ実践セミナー ２コース計５日間開催

（７/２８、９/１、１０/１２、１２／５、２／５）

・大学生の政策提言「診断チャートを活用したＤＸ普及」を受け

卸売、小売、運輸業向けの診断チャートの内容精査及び公開

・「彩の国ビジネスアリーナ２０２４」内で埼玉ＤＸパートナー

によるソリューションセミナーを開催検討（Ｒ６．１）

・「埼玉ＤＸ大賞」を創設し、意識を醸成（Ｒ５．７～）（再掲）

〇

・商工会、埼玉縣信用金庫、リコーと連携し、ＤＸフェアを実施

（県内６地域）（再掲）

・ＤＸ推進員による、セミナー・研修会の開催

〇

• 支援メニューを整理し、企業のＤＸ進捗レベルに
応じて必要な支援策をパッケージで提供できるよ
う検討

・構成機関の支援策を一元的にとりまとめ、埼玉県ＤＸ推進支援

ネットワークのサイトにおいて提供。支援策は検索が可能

・サイトをリニューアルし、支援策の検索機能を向上

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

ＤＸ

• 経営層等を対象とした研修等の人材育成費用を助
成し、ＤＸの推進役となる人材育成を支援

・経営者や幹部候補等を対象としたＤＸの実装に資する「ＤＸ

推進人材育成講座」を実施（Ｒ５．６～） 〇

• 国、県、支援機関、金融機関が連携し、企業の
「データ活用人材」の育成支援を行うことで企業
のＤＸを促進

・ネットワーク構成機関による人材育成講座やセミナー情報を

ウェブサイトに掲載

・デジタル人材育成プラットフォーム「マナビＤＸ」の周知

・県内企業を対象にＤＸ技術を活用したものづくり人材育成実践

セミナーを実施

○ 〇 ○

• ＤＸに関するアンケートの実施

・ＤＸ推進支援ネットワークと経済団体で連携し、各経済団体の

会員向けにＤＸに関する共通アンケートを実施。ＤＸの進捗状

況を確認するとともにボトルネックなどの課題を抽出
〇 〇

• 支援機関等にＤＸの周辺情報やソリューション等
を学ぶことができる講習動画を配信し、県内ＤＸ
支援人材のスキルを向上を図る

・働く人のためのＤＸ推進講座のオンデマンド配信の実施

（Ｒ５．７～Ｒ６．３）

・ネットワーク構成機関等に向け、ＤＸに関する講習動画を埼玉

県ＤＸ推進支援ネットワークのウェブサイトに掲載

・デジタル人材育成プラットフォーム「マナビＤＸ」の周知（再掲）

○ 〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 団体

ＤＸ

• 申請等の行政手続の更なる電子化を推進するとと

もに、窓口の一本化を検討

・旅行業及び通訳案内士について収入証紙廃止に伴い、キャッ

シュレス決済を導入（Ｒ５．１０～）

・電子申請システムでの申請受付を開始予定（Ｒ５．１０～）

・収入証紙による手数料収納廃止（Ｒ６．３末日まで）に合わせ

て、技能士合格証書（再交付）・合格証明書・技能士章の申請

等手続の電子化を検討

・埼玉県ＤＸ推進支援ネットワーク事務局への申請や相談の申込

みの電子化

〇

• ＩＴ系企業を企業誘致のターゲット企業とするこ

とについて検討

・ＩＴ系企業のうち、半導体関連などの製造業について、積極的

に誘致活動を推進

その他のＩＴ系業種については企業のニーズや他県の取組も

参考にしながら検討

〇

脱炭素

• エネルギー使用量やＣＯ２排出量の削減を加速さ

せるため、省エネ・再エネ設備の導入に対する支

援制度を拡充

・県内中小企業等を対象にした省エネ・再エネ設備導入補助金に

ついて、令和５年度当初予算分に加え、物価高騰の影響を受け

にくい企業の体質改善を目的とした緊急対策枠を創設し、昨年

度の補正後予算額を上回る規模の補助を実施

（Ｒ５．７、Ｒ６．１）

〇
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

脱炭素

• 関係機関で連携し、カーボンニュートラルの実

現に向けた企業の経営環境の変化に対応した取

組、市場創出の取組、ＣＯ２排出量の見える化

及び設備投資を後押し

・経営革新グリーン分野進出支援事業補助金を実施（再掲） 〇

• 自動車部品サプライヤー等が電動化の流れに対

応できるよう、国や先進自治体・支援機関と連

携し、必要に応じて企業の事業の多角化や他業

種への進出といった業態転換を支援

・自動車部品サプライヤーが電動化対応及び事業の多角化を

図るためコーディネーターによる伴走支援を実施

（関東経産局事業と県、経済団体等で連携）

・研究会やセミナーの開催（Ｒ５年度８回実施予定）

・自動車メーカーとのマッチング支援(Ｒ５年度２回実施予定)

・自動車部品サプライヤーの業態転換を支援するため、他分野への

販路開拓支援を実施

・経営革新グリーン分野進出支援事業補助金を実施（再掲）

○ 〇 〇

• ＳＸ（サステナビリティ・トランスフォーメー

ション)分野への積極的投資を喚起するため、支

援制度の拡充を検討するとともに、国への税制

優遇措置要望を検討

・「環境ＳＤＧｓ取組宣言企業制度」を導入し、企業の環境分野に

特化した取組を促進

・環境分野に係る補助金や支援制度をまとめたデータブック（エ

コサポートガイドブック）の金融機関への情報提供（Ｒ５．４）

・経営革新グリーン分野進出支援事業補助金を実施（再掲）

〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

脱炭素

• 国と県が連携したサーキュラーエコノミーの推

進施策について検討

・経済産業省・関東経済産業局との意見交換の実施（Ｒ５．４～）

・県有大規模集客施設(埼玉スタジアム２００２)においてペットボ

トル等の循環利用の実証及び啓発（Ｒ５．４～）

・県政サポーターアンケート(約２０００人回答)により、サー

キュラーエコノミーの認知度等の調査を実施（Ｒ５．６）

・「サーキュラーエコノミー推進センター埼玉」を新たに開設し、

普及啓発・情報発信、コーディネーターによるマッチング支援、

リーディングモデルの構築等を支援（Ｒ５．６～）

・産業技術総合センター北部研究所を「食の再資源化トライア

ル拠点」に位置付け、食品残さを活用した商品のビジネス化を

支援（Ｒ５．６～）

・県内中小企業等によるサーキュラーエコノミービジネスモデルの

創出に対する補助を７者選定し実施（Ｒ５．７～）

・事業者、行政、消費者団体などで構成される「プラスチック資源の

持続可能な利用促進プラットフォーム」の運営と総会の実施（通年）

・国のサーキュラーエコノミーに関する地域循環モデルの実現可能性調査

の対象自治体に選定（Ｒ５．８～）

・国が設立した産官学のパートナーシップ「サーキュラーパートナーズ」

に加盟（Ｒ５．９～）

・「サーキュラーエコノミー推進センター埼玉」と連携した、商工会職員

向けのセミナーを開催し、ＣＥの推進への理解、普及、啓発等を実施

○ 〇 〇

強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －中小企業の業態転換－

42



提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

求人・求職のミスマッチ解消

• 雇用のミスマッチが少ない「地域合同就職相談会」

の開催回数を更に増加

・埼玉県とハローワークが連携し、人材不足分野を中心に、地域

の求人・求職ニーズにマッチした面接会（地域合同就職相談

会）を継続して開催（Ｒ５：１５回開催予定）

・商工会管内のハローワークと連携による「就職フェア」を継続

して開催

○ ○ 〇

・福祉人材センターとの連携による県内各ハローワークにおける

「介護デイ」（介護職の就職面接会）の開催（Ｒ５．１１）

・埼玉県警備業協会と連携した『「警備の本音」お仕事セミ

ナー』と合同面接会の開催

○

• 各種認定企業等優良企業の面接会への誘導

・県と国が共催で開催した「既卒３年以内の方及び３４歳以下若

年面接会（Ｒ５．６．１５）」、「埼玉県内高校生対象合同企

業説明会（Ｒ５．７．７）」において、国のユースエール認定

企業と埼玉県の多様な働き方認定企業について、認定企業であ

る旨の表示を該当企業ブースで実施

・国、埼玉県、さいたま市、埼玉県社会福祉協議会との共催に

より令和５年９月に開催した「保育・介護ｗｏｒｋｆｅｓ

埼玉２０２３」にて埼玉県介護人材採用・育成事業者認証制度

の認証事業所に対して参加勧奨を実施

○ ○
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

求人・求職のミスマッチ解消

• 県内企業が求める人材の具体的なスキルをアン

ケート調査などにより把握し、企業ニーズに合っ

た実効性のある施策につなげる

・各種面接会等において、参加企業に対してアンケートを実施し、

ニーズを把握 ○

・企業ヒアリングによるニーズ把握（Ｒ５．７～１１）

・次年度講座などへの反映

・高等技術専門校におけるカリキュラム等への反映

〇

• 「埼玉就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム

会議」に基づき実施するセミナー等の参加者に対

し、国と県が連携し、切れ目のない支援を提供

・就職氷河期世代活躍支援プラットフォームによる支援に基づき

「埼玉就職氷河期世代就職応援特設サイト」を開設し、支援内容

に応じた国・県など各機関の案内や、各機関が実施する面接会

等各種イベント情報を集約して総合的に周知・広報を実施

・労働局・ハローワークにおいて実施するセミナー等の参加者や

相談者に対しては、同特設サイトを活用して、各機関が実施す

る面接会等を広く案内して、参加勧奨を実施

・就職氷河期世代をはじめとした求職者向けの合同説明会を開催

（Ｒ５．９を含め計２回）

・県と国が運営する埼玉しごとセンターに就職氷河期コーナーを

設置し、正社員になるための各種セミナー、キャリアカウンセ

リングを実施（Ｒ５．４～）

○ ○
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

求人・求職のミスマッチ解消

• 地元就職を目指す高校生に向けて県内企業の説明会

を開催

・県及び教育委員会と共催で「埼玉県内高校生対象合同企業説明

会」を開催。高校生１，４０６人、県内に事業所のある企業

１８８社が参加（Ｒ５．７.７）

・県西地域の高等学校と企業の情報交換会を開催（Ｒ５．８．２９）

・労働局と共催で「ジョブフェス埼玉２０２４」において、

高校生が参加できる合同企業説明会を実施（Ｒ６．３）

○ ○

• 高校生を対象とした面接会を国・県、県教育局が連

携して開催し、就職を支援するとともに、採用機会

に恵まれない県内中小企業等の人材確保を支援

・県及び教育委員会と共催で「高校生就職面接会」を開催。

高校生約７１人、県内に事業所のある企業７１社が参加

（Ｒ５．１１.２０）

・企業側への人材確保支援として、説明会に申し込みをしたもの

の抽選漏れ等で参加できなかった企業について「採用情報一覧

冊子」を約２，０００冊作成し、説明会や面接会に参加した生

徒へ配布するとともに県内高校に対しても冊子の郵送等を行い、

高校生の採用に積極的な県内中小企業等の情報提供を実施

・国、県及び教育委員会と共催で「県西地域の高等学校と企業の

情報交換会」を開催。高校教諭５０人、県西ブロックに事業所

のある企業６５社が参加（Ｒ５．８．２９）

○ ○
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

求人・求職のミスマッチ解消

• ポリテクセンター埼玉と県立高等技術専門校等に

おける合同面接会の開催

・Ｒ６.１．１９にハローワーク浦和とポリテクセンター埼玉に

よる「事業者向け施設見学会」を開催予定（参加予定事業所

２１社）
○ ○

・県立高等技術専門校において合同面接会を実施

中央高等技術専門校： ３０社

川口高等技術専門校： ６４社

川越高等技術専門校： ５９社

熊谷高等技術専門校： ２３社

熊谷高等技術専門校秩父分校： ３１社

春日部高等技術専門校： ３１社

職業能力開発センター： なし

〇 ○

• 県内企業と地元学生のマッチングにより､企業の

人財ニーズに応え、地域貢献として地元学生の就

職支援を実施

・「埼玉県内１６大学オンライン合同企業説明会」を開催

（Ｒ５．６） 〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

成長分野・人手不足分野への取組強化

• 合同企業面接会等のマッチングの機会を国と県、

各団体が協力して創出

・国、埼玉県、さいたま市、埼玉県社会福祉協議会との共催に

より「保育・介護ｗｏｒｋ ｆｅｓ 埼玉２０２３」を開催

（Ｒ５．９.２１ 参加企業６０社、参加求職者１７０人）

・埼玉県女性キャリアセンター事業『Ｓｈｅ ｕｐ！女性の

「働く」を応援するイベント』（合同就職説明会、セミナー）

を国や市と共催（Ｒ５．７～）

・ハローワークや地元市町村との共催による面接会を含め、規模

や地域が異なる多様な面接会を開催（Ｒ５．４～）

・「埼玉で仕事探し 合同企業説明会」を県の主催、埼玉労働

局・ハローワークの後援で開催（Ｒ５．９.７）

・合同面接会の一部をハローワーク、地元市町村と連携して開催

（Ｒ５．４～）

・商工会管内のハローワークと連携による「就職フェア」を継続

して開催（再掲）

○ 〇 〇

• 成長分野企業の求人開拓を国と県が連携して実施

・企業人材サポートデスクと連携した求人確保を継続して実施 ○

・求人開拓を継続して実施（Ｒ５．４～） 〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

成長分野・人手不足分野への取組強化

• 国の「人材確保対策推進協議会」に県労働関係課

を構成員に加えた

今後は、同協議会において関係業界団体を含め、

人手不足分野への取組を拡充

・令和５年度「人材確保対策推進協議会」開催（Ｒ５．６.７）

・福祉人材センターとの連携による県内各ハローワークにおける

「介護デイ」（介護職の就職面接会）の開催

（Ｒ５．１１）（再掲）

・埼玉県警備業協会と連携した、『「警備の本音」お仕事セミ

ナー』と合同面接会の開催（再掲）

・埼玉県ナースセンター、福祉人材センターと連携したハロー

ワークでの巡回相談（通年）

ナースセンター主催「看護補助職種の啓発のためのセミナー」

について広報協力

○

・令和５年度「人材確保対策推進協議会」に構成員として出席

（Ｒ５．６.７） 〇

• 「埼玉県雇用対策協定」及び県の企業誘致戦略に

基づき、県と埼玉労働局が連携して立地企業の

人材確保に向けたオーダーメイド型の支援を実施

・埼玉県による埼玉Ｒｉｃｈ応援団に継続して参画 ○

・企業人材サポートデスクによる人材確保支援を継続して実施

（Ｒ５．４～） 〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

人材育成の取組強化

• 「人材開発支援助成金」の周知・活用促進を通じ、

デジタル人材・高度人材を育成

・人材開発支援助成金（人への投資促進コース）について、経済

団体や事業主団体を通じて会員企業への働きかけを実施したほ

か、安定所窓口や埼玉労働局ＨＰなどで周知

また、事業所への個別訪問による活用勧奨を実施

・今後も引き続き活用勧奨のため、事業所訪問を実施

○

・高等技術専門校と地域の企業、商工団体が参加して、専門家に

よる講演、ＤＸ先進取組事例紹介、参加者同士の意見交換を内

容としたＤＸ交流会で周知（Ｒ５．９～１１）

・当助成金に対する問合せ、相談があった際は、事業所を管轄

するハローワーク又は埼玉労働局を案内

・問合せ等に対応するとともに、埼玉労働局から依頼があれば

チラシやリーフレットの配布に協力

〇

• リスキリングを通じたキャリアアップ支援

・経済産業省において、リスキリングを通じたキャリアアップ支援

事業により個人の在職者の「キャリア相談」「リスキリング提供」

「転職支援」を一体的に実施する体制を整備（Ｒ５．３～）
○

・ノンディグリープログラムなど社会人向けプログラムの実施

（埼玉大学 経済学部夜間主コース、人文社会科学研究科経済経営

専攻（大学院）、ノンディグリープログラム、科目等履修生受入等）

・県内企業を対象に、３Ｄ－ＣＡＤ＆３Ｄプリンター研修を実施

○
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

人材育成の取組強化

• 女性のデジタル人材を育成

・ハローワーク等において埼玉県の「女性のデジタル人材

育成推進事業」の周知を継続実施 ○ ○

・埼玉労働局等と連携した職業訓練説明会を実施（Ｒ５．７～）

・子育てなどで離職している女性、キャリアチェンジを目指して

いる非正規雇用で働く女性等を対象にデジタルスキルを習得す

るためのオンライン講座を女性キャリアセンターで実施

（Ｒ５．６～）

・キャリアカウンセラーによる個別相談や仕事探し、就職に役立

つセミナーを通じた就業支援を実施（Ｒ５．６～）

・本事業の受講者と企業のマッチングを行うため、合同企業説明

会・面接会を実施（Ｒ５．９～）

〇 〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

人材育成の取組強化

• 県内企業のニーズをヒアリングし、ポリテクセン

ター埼玉や各高等技術専門校等における職業訓練

や講座に反映

・埼玉県地域職業能力開発促進協議会のワーキンググループに

おいてデジタル分野のハロートレーニングの効果検証を実施中。

１１月開催の埼玉県地域職業能力開発促進協議会で報告
○

・企業ヒアリング（目標５０社）によるニーズ把握

（Ｒ５．７～１１）

・次年度講座などへの反映

・高等技術専門校におけるカリキュラム等への反映

・埼玉県地域職業能力開発促進協議会において国等と情報共有

（Ｒ５．１１、Ｒ６．３）

〇

• 上記ヒアリング結果を「地域職業能力開発促進協

議会」での議論に反映

・埼玉県地域職業能力開発促進協議会のワーキンググループに

おける効果検証結果をもとに１１月開催の埼玉県地域職業能

力開発促進協議会において協議
○

・企業ヒアリング（目標５０社）によるニーズ把握（再掲）

・次年度講座などへの反映（再掲）

・埼玉県地域職業能力開発促進協議会において国等と情報共有

（Ｒ５．１１、Ｒ６．３）（再掲）

・埼玉県地域職業能力開発促進協議会において、企業・訓練機関

等のヒアリングを実施・検証（Ｒ５．１１、Ｒ６．３）

〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

在籍型出向等の活用促進

• 企業向けセミナー等において、参加企業にあった

出向制度（人材育成型出向制度等）を周知し、人

材の育成・活躍や流動化を促進

・関東経済産業局の運営する「広域関東ｄｅ人材フェア！」

の周知を実施（Ｒ５．４～）

・企業の雇用維持や人材育成を在籍型出向により支援するポータ

ルサイト「広域関東ｄｅ人材シェア！」を運営（Ｒ５．４～）

○ ○

・企業人材サポートデスク支援企業や企業面接会参加企業に

「広域関東ｄｅ人材シェア！」のチラシを配布（Ｒ５．４～） 〇

• 「在籍型出向等支援協議会」の取組や「広域関東

ｄｅ人材シェア！」、在籍型出向モデル事例を積

極的に周知し、在籍型出向制度の活用を促進

・「広域関東ｄｅ人材シェア！」を運営・周知(Ｒ５．４～)（再掲） ○ ○

・企業人材サポートデスク支援企業や企業面接会参加企業に

「広域関東ｄｅ人材シェア！」のチラシを配布（Ｒ５．４～）

（再掲）

〇

• 「産業雇用安定助成金」の積極的な周知・活用促

進により、在籍型出向を促進

・産業雇用安定助成金の活用について、安定所窓口や埼玉労働局

ＨＰ掲載などで周知

・在籍型出向の事例や助成金の案内を盛り込んだチラシを作成・

周知（Ｒ５．７～）

○

・埼玉県雇用対策ポータルサイト上で制度を周知 〇 52
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

多様な働き方の推進

• 「テレワーク総合ポータルサイト」を国と県が連

携して周知し、テレワークの更なる普及や定着を

促進

・埼玉労働局ＨＰにおいてテレワーク総合ポータルサイト、

テレワーク相談センターの周知及びリーフレットの配布

・今後も人材確保等支援助成金（テレワークコース）の周知を

含め、テレワーク導入支援に関する取組を継続

・自営型テレワーク、ガイドラインの周知

○

・国の情報を埼玉県テレワークポータルサイトに掲載

（Ｒ５．４～） 〇

• テレワークに関する支援施策の周知など、多様な

働き方の推進に国と県とが連携して取り組む

・埼玉県主催の「働き方改革セミナー」等について、特にハラス

メント対策月間（１２月）を中心に周知

ハラスメント月間については、定例記者懇談会でも広報を実施

・埼玉県主催の「働き方改革セミナー」等について、商工会を

通じて事業者に周知

○ 〇

・国の情報を埼玉県テレワークポータルサイトに掲載

（Ｒ５．４～）（再掲） 〇

• パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収

・労働基準監督署が行う定期監督等において同一労働同一賃金の

取組に関するチェックリストを配布・回収し、その内容に基づ

いて指導課がパートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収

（企業指導）を実施（全国的な取組）

〇

53

強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議 社会実装する取組 －適切な人材の育成・確保－



提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

多様な働き方の推進

• 国、県内支援機関、大学及び企業等との連携を強

化し、副業・兼業人材とのマッチング事業や多様

な人材活躍の推進に係る事業を効果的に実施

・多様な人材(就職氷河期世代、女性、第２新卒等)の確保や活用
等を支援するための企業向けセミナー、ワークショップ、合同
説明会等を開催（Ｒ５．５～）

・経済産業省において、副業・兼業支援補助金により企業等に
よる副業・兼業人材の送り出し・受け入れを支援
第４次公募まで終了（Ｒ５．３～）

○

・県プロフェッショナル人材戦略拠点にて、県内企業と即戦力と
なる副業・兼業人材とのマッチングを支援
（Ｒ５．４～）

・県プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、デジタル副業・
兼業人材を確保しようとする場合、企業が登録民間職業紹介
事業者に支払う人材紹介手数料を軽減
（Ｒ５．４～）

〇

• 国の好事例集やガイドライン、健康管理アプリ等

について国と県は連携して事業者への周知を強化

し、副業・兼業を促進

・埼玉労働局ＨＰにおいて、副業・兼業ガイドライン、健康管理
アプリの周知 ○

・国の情報を埼玉版働き方改革ポータルサイトに掲載
（Ｒ５．４～）（再掲） 〇
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

情報発信の強化

• ホームページやポータルサイトへの相互リンクをは

じめ、利便性の向上が実感できる情報発信を強化

・働き方改革に係る取組や公労使会議等について、県及び
埼玉労働局ＨＰにおいて相互リンクを実施しているほか、
セミナー等の情報についても協力して情報発信

・就職氷河期世代活躍支援プラットフォームによる支援に基づき

「埼玉就職氷河期世代就職応援特設サイト」を開設し、支援内

容に応じた国（労働局、関東経済産業局等）・県など各機関を

案内（バナー貼付等）や、各機関が実施する面接会等各種イベ

ント情報を集約し、総合的な周知・広報を実施、

就職氷河期世代の就職支援に係る情報を一元的に提供

○

・ポリテクセンター埼玉とのＨＰ相互リンク、チラシの配架に
よる情報発信の強化

・「彩の国はたらく情報館」で職業訓練等に関する情報を発信

・「女性の「働く」を応援するワンストップサイト」で国等の
デジタルスキルのオンライン講座等、女性の学び直しに関する
情報を発信（Ｒ５．４～）

〇

• 国・県それぞれが締結する包括的連携協定を活用

し、相互の事業を連携して周知

・県内金融機関に対しては、それぞれの取組において周知されて
いるところであるが、連携して働き掛けることにより効果が高
まるものについては、今後も積極的に連携を図る

○
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提言 令和５年度取組
実施主体

国 県 経

情報発信の強化

• 来所者に国と県が実施する事業をまとめて周知し、

利便性を向上

・ハローワークのリーフレット展示スペース等において、国や
埼玉県の行う面接会のリーフレット等、事業の目的に応じて
まとめて分かりやすく展示

・各ハローワークにおいてキャリアチャレンジを希望する求職者
に対して、ハロートレーニングと埼玉県が実施する事業を合わ
せて情報提供（継続実施）

○

・県が主催する行事等で国のパンフレット等を配布するなど
利用者への周知を実施（Ｒ５．４～） 〇

• 県が企業を訪問する際に国の支援事業や助成金制

度等を周知し、連携して活用を促進

・企業人材サポートデスクの協力により、求人申込のオンライン
化などハローワークのオンラインサービスについて、埼玉県内
企業への周知を継続実施

・商工会を通じて事業者に周知

○ 〇

• 国と県双方のＳＮＳにおいて各種イベント情報等

を発信

・埼玉労働局公式Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）にて、埼玉県主催の
働き方改革セミナー等を周知

・各ハローワークの公式ＬＩＮＥ、マザーズハローワーク公式
ＬＩＮＥ及び新卒応援ハローワーク公式ＬＩＮＥにて、各種
イベント情報等を発信

・商工会を通じて事業者に周知（再掲）

○ 〇

• 国・県のイベント・セミナー等への協力
・各種イベント・セミナー等への県内経済団体等の後援（共催）

及び会員への周知徹底 〇
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